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１. はじめに
昨今, 無形資産 (インタンジブルズ) に対する関心がますます高まっている｡     年代のア
メリカのプロパテント政策を契機としてニューエコノミー時代が到来し,   革命という言葉
に代表されるように, 社会・産業構造に大きな変化がもたらされた｡ 周知のように, 日本にお
いても, 知的財産の創出とテクノロジーの変革を推し進めなければならない時代に突入して久
しい｡
また, 実務的な場面においては, 無形資産を評価し, それを担保に融資を行うケースが多く





しかし, 多額の研究開発費, マーケティング費用, 広告宣伝費等によって構築される知的財
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産の開示等を提唱するものである｡ しかしながら, 無形資産の本質的特性から, その評価, オ







に, 本稿で検討する    年代のアメリカにおける無形資産概念の形成が ｢承認された理論｣ の
集約である現行の無形資産会計制度に果たす役割には多大なものがあると考える｡ そこで, 以







アメリカ会計基準       は, ｢物的実体をもたない (金融資産以外の) 資産｣ と定義してい
る２)｡ また,     年の国際会計基準     においては, ｢物的実体をもたない識別可能な非貨
幣性資産であって, 財, サービスの生産や供給, 他者への賃借, あるいは管理目的で利用する
ために所有されるもの３)｣ とされていたが,     年の改訂     では ｢識別可能な非貨幣性資
産で物質的な実体を伴わないもの｣ とされた４)｡
これらの定義には, いくつかの共通点が存在する｡ 第一に, 物的な実体が存在しないという
点は, 議論に相違がない｡ 資産の実体が物的か否かという観点は, 資産の形態に着目したもの
である｡ 近年では, 物的実体をもたない金融資産については, 独自の基準が設けられているこ
とから, その定義に金融資産が含まれないことが明記されている｡ 第二に, どの定義において
もそれが ｢資産｣ であるということが明示されている｡ その上で, ｢金融資産以外の｣, ｢非貨
幣性資産で｣ 等に見られるように, その範囲が限定されている｡ しかし, このような考え方は,
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１)               [    ],      (大野他訳 [    ],      )




近年になって現れたわけではない｡ ４節で述べるように,      においても, 金融資産は除
外して考えられている｡ これは, それまで当然と考えられていたものを明確にした定義に過ぎ
ない｡
このように, 無形資産が, ｢非物質的｣ であり, ｢資産｣ であるということに議論の余地は無
いが, 無形資産の本質を議論するにあたっては, 無形資産の定義以上に, その本質的特性がど
のようなものかを考える必要がある｡ つまり, 無形資産が ｢資産｣ である以上, その資産とし
ての本質をどう捉えるかが問題となるのである｡ 文言上, 定義により示される内容が同一であ




経済活動を考えれば, このような分類は, さらに細分化・深化していくものと思われる｡ した
がって, 無形資産個々の性質に基づく議論の必要性も考えうるが, 本稿は, 無形資産概念の基
礎が形成された    年代前半の議論の展開を検討し, それらが現在の無形資産会計にどのよう
な影響を及ぼしているかを考察することを主眼とする｡ そのため, 本稿では, このような個々
の分類はあえて行わない｡ 無形資産概念の基礎が形成された    年代においては, 現在ほどの
無形資産の多様な広がりは存在しなかったが, 後述するように, その根本的議論は, 大きく変
わっていないといえる｡ そこで, 本稿では, 無形資産の本質と限界を考察するにあたり, 無形
資産をより広く捉えて考察していくこととしたい｡
2.3 無形資産とのれんの関係
無形資産は, のれんを包括する概念であり, 無形資産 (             ) とのれん (        ) は, 厳密にいえば異なる概念である｡ したがって, 無形資産の中にのれんが含まれるケ
ースがあるのはもちろん,        の要素分析５) に見ることができるように, のれんの中に
無形資産が含まれるケースも想定される関係にある｡
一方, 本稿において取りあげる    年代前半においては, ３節で見るように, 合併が繰り返
され, そこから生じるのれんの処理という問題に直面していた時代背景から, 無形資産に関す
る議論の中心は主にのれんであった｡ ４節において詳述するが, 例えば,      は, のれん























なく, この時代は, 好不況の波が激しく, 好況と不況が幾度となく繰り返された時代であり,
大規模工業化というドラスティックな経済的・社会的変革の時代でもあった｡ 例えば,             は, その時代区分を第一次世界大戦の終結の年でもあった    年に置いている９)｡
3.1 1920年代までに無形資産概念の基礎が形成された要因10)
アメリカは,     年までに, 単純な農業国から複雑な工業国へと変化を遂げていた｡ 技術進
歩は生産能力を拡大し, 完備された鉄道網は大量の市場取引を可能にし, 通信の進歩は集中化
を促進した｡ そして, 株式会社形態が多くの市場を支配し  ), 経済的資源の大部分は, 産業ト
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８) 例えば, 日本の制度会計における無形資産の範囲は, アメリカ会計基準や国際会計基準のそれと比
較して狭い｡
９)               [    ] 第５章では,     年から    年を, 一つの時代区分としている｡  ) 清水 [    ],      ‒  ,      ‒  ,               [    ],       ‒   ,       ‒   参







行われ, 内部的に資金が融通されていたが, この恐慌の結果, 銀行家・金融資本家が企業の運
営に本格的に乗り出した｡ 証券が富の蓄積手段として広く認識されるようになったのである｡









例えば, 第一次大戦中に開発された無線技術は, ラジオとなって一般大衆に広まり, 冷蔵庫等
の家電は耐久消費財ブームを引き起こした｡ チェーンストア方式が広まり, 流通革命が起こっ
たのもこの時期である｡ さらに, 量産された大衆車は, アメリカ人のライフスタイルを一変さ
せた｡     年から    年までは, 卸売物価も消費者物価も極めて安定した動きを示した｡ 実質   は,     年の底から  年へかけて着実に上昇した｡ ただし,     年代から大恐慌前半ま
での間, 政治家や経済学者の意識に非常に大きく影響していたのは,     年の反動不況であっ




こうした経済状態の中, 会計学では,   世紀終盤からの経済的変化に対応すべく, 様々な議
論が展開されていった｡ 例えば,             においては, 第一次大戦後の    年から
第二次大戦後の    年までを, アメリカ会計学の成熟期と捉え, 多くの新しい議論が展開され
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代を追って見てみると, 順にプール (カルテル), トラスト, そして株式会社が考案され, 利用され
てきた｡｣  ) 清水 (平林編) [    ],       ‒   参照｡  ) 林 [    ],     ‒ 参照｡
                                                                  
たことを示している  )｡ その中で, 無形資産に関しても,     年代初頭の議論から大きく前進







理的な障害を処理するために, 法の諸理論が進化したが, それらは, 現代 (筆者注：    年当
時) の株式会社の株式によって示される無形の価値を保護するには全く不十分  )｣ であったと
指摘する｡ 判例分析からもたらされた    年代以前の無形資産・のれんに関する議論が,            のいう ｢『個人主義的法』 の教義｣ と結びついていたことは, ４節で述べる






要因は, アメリカにおける経済的背景の特異性にあったと考えられる｡ 第一次大戦は,     年
７月から    年  月まで４年強という長期間に渡り, イギリス・ドイツを始めとする欧州各国
の経済を疲弊させた｡ その上, 第一次大戦後, ドイツやオーストリアなどの敗戦国には賠償問
題が, また, イギリスやフランスなどの連合国には戦債問題が重く肩にのしかかった｡ 他方,
アメリカは, 一躍債権国にのしあがり, その経済を更に発展させていったのである  )｡ 無形資
産に関する議論においては,   世紀後半からのビッグ・ビジネスの台頭によって無形資産, 特
にのれんに対する関心が高まった  )｡ さらに, 第一次大戦における勝利がもたらしたアメリカ
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
  )             [    ] ６章｡ なお,             [    ] ６章においては, 第一次大戦
後から会計基準設定団体が設立される    年までを, アメリカ会計学の古典時代と捉えているが, 第
















一方,     年代のアメリカ経済には, 工業化・大都市化の更なる進展を背景として, 企業合
同によるのれんの発生, 増大する無形要因への投資という, 無形資産に対する関心を集めるに
足る状況が存在していた｡
このように, 両時代には, 無形資産に関する関心の高まりという共通性が見受けられる｡ し
かし, 現在では, 議論の中心は, のれんのみならず, 企業のバリュー・ドライバーたるインタ
ンジブルズ全体に及ぶに至り,     年代初頭から  年代にかけてアメリカ独自の展開を見せて






には, のれん, 商標, 特許, 著作権, フランチャイズ等, が存在するとされていたが  ), 現在
で言うインタンジブルズではなく, 法的性質をもったのれんを中心に議論が展開されていた｡
そこで, 以下では, のれんに関する    年代初頭の議論を,       を例に挙げて考察する｡
米国における無形資産概念の基礎形成期に関する研究    
  )    [    ], 第１章 (広瀬義州, 桜井久勝監訳 [    ], １章) 参照｡  )     [    ],            )     [    ],    
                                                                  
      は, 無形資産の典型とみなされるものがのれんであり, これを, 営業上の関係の
価値, すなわち, 競争相手の誘引にもかかわらず, 現在の顧客が将来も引き続き購買するだろ
うという蓋然性の価値として定義している  ) ｡       は, このようにのれんを定義した上
で, いくつかの判例を挙げて説明している｡
さらに無形資産の特性について,       は, のれんあるいはこれ以外の同様な範疇に属
するフランチャイズ, 特許権, 商標, 商号などの価値は, 他の通常の取引経路を通じて獲得さ
れるはずのものを超過する利益をその営業主にもたらすような, 何らかの法律上の権利ないし




これに関して, イギリス人である      も, 判例分析の中で,     年における        
による定義である, のれんは古い顧客が古い場所に通う蓋然性 (         ) にすぎない,
というイギリスの法廷において生み出された見解を挙げ, 従来のれんは, 企業にもたらされる
利益や優位性として存在するとされ, 企業の評判, ビジネスモデル, その他の状況から派生し
たその財産価値を指していた, と論じている  )｡ このように,       ののれん概念はイギリ
スの議論に大きく影響されていたことが窺える｡    年代初頭においては, 大規模株式会社の出現によって無形資産の取り扱いが問題となっ
たことから  ), のれん・無形資産に関する多くの検討がなされたが,       による見解に代
表されるように, それらは過去の判例を素材として説明されるものが中心であった｡ また, の
れんの本質は古い顧客が古い場所に通う蓋然性であるという定義が一般的に受け入れられてい
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  )        [    ]      (本稿では,     年版の 『               』 を引用・参照している｡
松尾訳 [    ] は,     年版を翻訳しているが, 本稿においては, 訳出にあたり,      を参照｡)  )        [    ],      (松尾訳 [    ],      を参照｡)  )       [    ],      参照｡  ) 清水 [    ],      ‒  においては,     年代初頭におけるのれんの会計理論が, 当時のアメリカ
におけるトラスト問題を背景として展開されてきたことに関して, 詳細な分析を行っている｡  ) 清水 [    ],     ｢  世紀の英国より伝統的に, 暖簾の評価法として超過利益が用いられてきた｡




第一次大戦後, のれん・無形資産に関する議論には, 大きな進展が見られた｡     年代,     ,     ,       等は, それまでのような法的見地からの議論を離れ, 経済学, 会計
学の見地からのれん・無形資産を捉えている｡ 以下では, 上記３人が無形資産およびのれん概
念を, それぞれどのように捉えていたのかを検討する｡
4.2.1 無形資産概念    年代初頭に著された     の 『               』 において, のれんおよび無形資
産に関する議論がなされている｡ この     の考え方は, 後述する    や      等に大
きな影響を与えたと考えられている  )｡     は, 会計学における無形財産を構成するものについて, 見解が多様であることを指
摘した上で, 無形資産 (        ) という語は, 触れることによって知覚することができ
ないという意味であり, このような観点からは, 売掛金・証券・保険等々も無形資産を構成す
ることになると述べた  )｡ しかし, このような物質性は, 有形資産であるために要求されるも
のではなく  ), 無形資産は, 相当期間にわたり企業価値の源泉となる要素であるとした  )｡ そ
して, 無形資産とは, 正当な企業価値全体から, 多様な有形資産の個々の正当な価値の総和を
引いた残高, 残留物であると定義付けた  )｡    の 『                       』 は, この時代におけるのれんおよび無形資産
の代表的研究書である  )｡     は, 無形資産の本質を検討するにあたり, 従来議論されてき
た無形資産の定義に見られる資産区分の特徴を３つの視点から分析している  )｡ すなわち, ①
基準としての無形性, ②価値の実現可能性, ③資産の割り当て可能性, である  )｡
① 基準としての無形性
その資産が非物質的なものであるか否に基づいて無形資産を定義するという考え方が存
在する｡ 非物質的な, のれん, 商標, 特許, 著作権, フランチャイズ等の無形資産は, 従
来, 財産価値がないとされてきた一方で, 証券や売掛金等のように一見目に見えないもの
米国における無形資産概念の基礎形成期に関する研究    
  )       [    ],     ｢     の    に対する貢献にはすばらしいものがある｡      の著書
『               』, とくに ｢                  ｣ の章では, のれんに関する議論がな
されており,     の補足の後, 最も優れたこの問題の一般的議論となっている｡｣  )      [    ],      参照｡  )      [    ],        )      [    ],        )      [    ],        )       [    ],     は, 同書を ｢入手可能な範囲において最も偉大な業績は        によ
るものである｡｣ と評価している｡  )       [    ],     ｢    の無形資産の特徴に関する議論 ( ‒  頁) は一般的に考えられて
いる資産属性を続々と挙げており, それらの属性は無形資産には存在しないことを発見している｡｣  )     [    ],     ‒ 参照｡
                                                                  




続いて議論されるのは, 価値の実現可能性による無形資産の区分である｡ 証券, 売掛金







更なる資産の区分法として, 資産の割り当て可能性を挙げている｡ これは,      に
おいても言及されている点である  )｡ そこでは, 無形資産と有形資産の区分法についての
それまでの見解の欠点に言及し, 企業の総価値を個別の財産項目に割り当てられるか否か




るとし, 無形資産と呼ばれるものの評価に問題が内在していることを指摘した  )｡    もまた, このような議論に基づいて無形資産の特性について詳細な分析を加え, 経済
学的見地から無形財産の本質を捉えようとした｡ すなわち, 経済学的見地からみれば, 無形資
産は, 起業家が実現した余剰の資本化によってもたらされる価値の種類によって示される  ) と
した｡ さらに, この無形資産の特性につき, 以下のように説明を加えている｡ 無形資産は差別
的かつ独占的特性をもち  ), それゆえに, 無形資産の生成と, 普遍的な性質を持つ原価や費用
には明確な関係が存在しない  )｡ また, 差別的特性から派生する特性として, 無形資産には,
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て実現することはできず, 全く同じ市場を持たないため, 特定の企業の成功のみが, 無形資産
の価値の測定の基準となる  )｡ そして, この特定企業の成功は, 超過収益力 (                  ) であると述べた  )｡
しかし, この超過収益の出現によって, 例外なく競争をもたらされるため, このような収益
は非常に不安定な存在となる｡ また, 高収益力を長期間維持するためには, 不断の技術・戦略
が必要となる｡ このこと, および, 無形資産が企業と不可分であることから, 無形資産は比較
的不安定であり, 本質的に不明確かつ確定できない価値をもつと結論付けた  )｡    は, 非買入無形資産についても分析を行っている｡ そこでは, 不明確で比較可能性の
ない非買入無形資産の全てを資産として資本化してはならないというよりもむしろ, それら非
買入無形資産は, 収益と同じように便益 (       ) として捉えられるとした  )｡ なぜなら,
資産として認識するためには, 無形資産の資産としての本質以外にも, 無形資産の会計処理に
関する議論を施さねばならないからである｡     は, 会計上, ①貨幣単位で測定可能である
こと (測定可能性) および②継続企業の観点から価値の安定性を持つこと, という二つの要件
を充たしてはじめて資産として認識されると主張した  )｡ これに基づけば, 非買入無形資産は,
前述のように, 超過利益との関係が明確ではなくその計算も困難であることから, 測定可能性
を持たず, その価値は不安定なものである｡ よって,     は, 非買入資産は資産として認識
することはできないとし, 結果として, 将来の便益のために発生したことが明確でない支出は,
通常当期の費用とされるとした  )｡






  )     [    ],      ‒    )     [    ],       )     [    ],       )     [    ],      ‒  参照｡  )     [    ],        )     [    ],       ‒   参照｡  )     [    ],       ‒   参照｡  )     [    ],       ‒   参照｡
                                                                   
融資産の価値の総和を引いた残余として定義した｡      のいう無形資産とは, 集合として




くつか存在している｡ 一つは, 無形資産が企業の超過利益力の源泉であり, 期待超過利益の資
本化されたものであるという概念が形成されたことである｡ 二つ目は,      の主張する割
当可能性である｡      においては, 無形資産は, 個別の財産項目に割り当てることができ
ないとされるが, 無形でありながらも金融資産のように割り当て可能であるものは, 独立した
資産として認識されることを示している点である｡
4.2.2 のれん概念     は, 広義の意味においてのれんは, 代表的競争者よりも多くの利益を獲得すること
ができる特定企業の資本化された超過利益であるとした｡ すなわち, 将来の超過利益の推定価
値を資本化したものであるとした  )｡    は,      同様, 広義の意味で, のれんの本質は, 全ての無形要因を包含した超過利
益の資本化であるとした｡ また, のれん・特許権・著作権・フランチャイズ等が, 超過利益を
説明するものとして, 個別に名称を付されるが, 超過利益に帰属することが説明不可能なもの
については, ｢のれん｣ という語が使われることになるとし, 超過利益との関係が明確なもの
については, 個別具体的に認識することができるとした｡ しかし, 特許権のような無形要因で
あっても, 超過利益に対する影響を計算することは困難であるとしている  )｡ その意味で,    の議論における広義ののれんとは, 無形資産そのものであると考えることができよう｡
一方      は, 後述するように, のれんの資産性に疑問を抱いている  )｡ 以下では,     
年に出版された      の 『                        』 第２章 ｢資産の本質｣ および
第３章 ｢資産―解釈の困難性｣ において言及されている無形資産およびのれんに関する議論を
概観していく｡      は, まず, 資産の本質を議論している｡ 彼は, 全ての資産が直接特定の物的対象
と関連するとは限らないため, 物的対象の具体的な存在や, その物的存在に関連する事柄によ
って資産性が付与されるわけではないとする｡ すなわち, 本質的なものは, 必ずしも確定した
人または客体からではないが, なんらかの人または客体から, コモン・ロー上 (    ) の権
利または衡平法上 (       ) の権利に基づいて, 企業主によってもたれる, 何らかの期待
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  )      [    ],       ‒     )     [    ],      ‒  参照｡  )       [    ],     
                                                                   
される個々のサービス (または所得) が, そこに存在するに違いないということである  )と述
べる｡ 嶌村によれば, この      のいう資産の本質とは, ｢期待サービス｣ であり, この
｢期待サービス｣ は, 具体的には資産を保有する主体の個別性に依存するものであると説明さ




言する｡ つまり, 完全であるという評判, サービスの信頼性, ブランドネーム, 好立地である





せると共に, 言及された目的の達成により近づいたと述べている  )｡ また, のれんに関する     による議論を,     の補足の後, この問題に関する最も優れた一般的議論であると評
価している｡ しかし,       は, この     ,     の議論においては, どんな資産にも
共通かつ特有の属性が含まれていないにもかかわらず, これらの無形資産が本当に資産である
のかという疑問を呈してはいないとして, のれんの資産性について, 以下のように分析してい
る  )｡      は, 資産の本質である将来収益が唯一の企業評価の源泉であるが, 一方で, 将来
のサービスや収益には信頼性という尺度で別々に評価されるものもあると続ける  )｡ しかし,
①予測値, 未履行の双務契約, 偶発的サービス等は, 実質的に単一項目として信頼性のある評
価を行うことはできないこと, ②将来を完全に予測することができないだけでなく, 仮に予測
できたとしても, 収益に流入する有形物と人間の間の総売上収益の割り当ては, 大部分は任意
の根拠に基づいてしか予測できないため, 土地, 機械, 売掛金等からの収益またはサービスを
正確に評価することはできないことを挙げ, 特定の時間に実際に企業に保有されている貨幣と
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  )       [    ],       ) 嶌村 [    ],        )       [    ],      ‒  また, この議論の詳細については嶌村 [    ],       ‒   参照｡  )       [    ],      ‒    )       [    ],       )       [    ],       )       [    ],     
                                                                   











るのれんを有しているとする｡ のれんは, それが確実に評価できる限り, 資産表 (             ) に記載されない将来の収益項目の価値の合計に, 資産表に記載された将来収益に関する
将来項目 (や項目群) の過小評価額の合計を足し, 資産表に記載される資産項目に付随する過
大評価額 (もしあれば) を引いた額, となると分析する  )｡      は, のれんを, 列挙しきれない経済的 (法的である必要はない) 資産特性を持つ
項目群と, 資産項目の過小評価の未分配部分が投げ込まれる包括的なものであるとし, 一旦貸
借対照表に計上されると, のれんは, 総合評価勘定に過ぎなくなると結論付けた  )｡     は, のれんを将来の期待利益の推定価値を資本化したものであると定義づける｡     
は, 無形資産の価値は, 超過収益力によってもたらされる価値の種類によって示されるとし,
のれんを, 超過利益を資本化したものと定義付けるが, この主張は     の議論と同義であ
る｡      と    は, 共に, 無形資産の中核をなすものとしてのれんを論じており, のれん
の本質に係る議論が, そのまま無形資産にも妥当するものと考えていたと思われるが,        は,      と    の議論を前提とした上で, のれんの資産性について否定した｡ なぜな
ら, のれんの貸借対照表上の役割を, 資産とは認められない総合評価勘定として捉えたからで
ある｡ ただし,       は, 評価勘定たるのれんに資産性を有するものが含まれていること
を認めている｡
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定義には現れていない｡ なぜなら, 超過収益力のみでは, のれん全てを説明することができな
いためである｡ 例えば,        では, ｢のれんとは, 取得資産と引き受けた負債に割り当て
られた金額の純額を超える, 被取得企業の原価の超過額であり, のれんとして認識される価額
は, のれんから分離した資産としての認識のための       に合致しない取得された無形資
産を含む  )｣ と定義されている｡ ただし, のれんを構成する要素に超過利益への期待が存在す
ることが否定されているわけではない｡ つまり, のれんに対する認識がより精緻化したのであ
る｡ これについては,       の見解も交え,  . にて考察を加える｡
5.2 無形資産の割当可能性と分離可能性     は, 無形資産を, 正当な企業価値全体から, 多様な有形資産の個々の正当な価値の
総和を引いた残高, 残留物であるとして, 有形資産との分離基準を示した｡ このような有形資
産と無形資産の区分が生じた理由は,     の議論にも見られるように, 無形資産は, 企業価
値から分離・識別不可能なものであるという認識が存在していたからである  )｡
現在では, 無形資産には識別可能なものも存在するとされ,      の無形資産概念は認め
られない｡ しかし,      は, 無形資産は, 個別の財産項目に割り当てることはできないが,
無形でありながらも金融資産のように割り当て可能であるものは, 独立した資産として認識さ
れるとした｡ 現在では, 取得したのれんから, 識別可能な資産・負債を分離し, その残余をの
れんとして捉えており, この     の資産区分の方法は, 無形資産およびのれんの認識時に
おける識別可能性 (          )・分離可能性 (          )  ) として現在の無形資産会
計に表れていると考えることができる｡
米国における無形資産概念の基礎形成期に関する研究    
  )        [    ],                   ) 梅原 [    ],      ｢古典的見解は, 有形資産のみを識別可能としていたので, 企業価値が識別
可能資産を超えた額は無形資産の総称とみなしていた｡｣  )      [    ],       
                                                                   
5.3 のれん概念の精緻化      は,      ,     による議論を基に, のれんを, 列挙しきれない経済的資産特性
を持つ項目群と, 資産項目の過小評価の未分配部分が投げ込まれる包括的な評価勘定であると







現行の制度会計においては, Ａ) のうちのいくつかは, 分離可能なものとして無形資産に計
上される  )｡       も ｢資産とされるものは, この総合評価勘定に常に含まれる｣ としてい
ることからも, このような       による分離可能性による無形資産の認識は,       の
議論と共通する｡ さらに,        の要素分析においては, 二番目に示される, 認識もれの
無形資産がＡ) から分離され, 残余部分がコアのれんとして位置づけられるのである｡ そして,       は, コアのれんの本質をシナジー効果に求めている  )｡
また, Ｂ) の部分は, 要素分析における一番目の項目である資産のキャピタル・ゲインおよ
び, 五・六番目の評価・見積エラーに相当すると考えることができよう｡
現在制度会計においては, のれんが評価勘定であるという考え方は採られていない｡ なぜな
ら, のれんの本質をより精緻化し, シナジーとして捉えるからである｡ しかし, のれんを総合
評価勘定としてとらえた      による分析が, 現行制度会計にみる分析手法と共通する点
は興味深い｡
5.4 無形資産の認識要件    は, 無形資産の認識要件として, 測定可能性と価値の安定性という二つの要件を充た
す必要があると主張した｡ また,     は, これを無形資産の本質というよりもむしろ会計処
理上の制約から生じるものであると述べている｡      においては, ( ) その資産に起因する
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5.5.1 自己創設無形資産否認の根拠    の非買入無形資産に関する分析によれば, 資産として認識するためには, 無形資産の
本質以外に, 無形資産の会計処理に関する議論を施さねばならないとして, 会計上, ①貨幣単




一方, 現在の制度会計においても,      では, 前項で挙げた無形資産の認識要件を充たさ
ないことを理由に, 自己創設無形資産の認識は否定されている  )｡ さらに, 無形資産にも, 資




特質を三つ挙げている｡ 第一に, 無形資産が ｢同時・多重利用｣ できる点, 第二に, 無形資産
が生み出す便益に関して不確実性が高い点, 第三に, 無形資産の市場が存在しない点である  )｡
これら三つのうち, 第一の特質は, 情報技術が飛躍的に発展した現在においては, より顕著に
現れているものであるが, 後者二つの特質は,     も同旨の記述を行っている｡
5.5.2 自己創設無形資産認識の今後の可能性    は, ｢非買入無形資産の全てを資産として資本化してはならないというよりもむしろ,
それら非買入無形資産は, 収益と同じように便益 (       ) として捉えられる｣ と述べてい
る｡ つまり,     は, 非買入無形資産の資産性を否定しているわけではなく, むしろ, 非買
入無形資産を, 便益を生むものとして捉えているのである｡
一方,       は, 無形資産の資産性に疑問を呈し, その後ののれんの議論において, の
れんの資産性を否定した｡       の議論においては, のれんを無形資産の中核をなす項目
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                                                                   
と捉え, 総合的な評価勘定であると結論付けられている｡ のれんが評価勘定であるならば, そ
れ自体の資産性が否定されるが,       は, その評価勘定の中に資産性を持つ項目が存在
することを否定してはいない｡
嶌村は, 自己創設営業権に関して次のように論じている  )｡ ｢個々の支出時 (投資時) にそ
れらの投資額のどの部分が将来の収益と対応するかを識別することが測定困難であるだけでな
く, それらの投資は通常, 毎期経常的に行われているところから実務上は便宜的に支出時に全













る｡ 一方, 現在は,   世紀末からの  革命と呼ばれる大変革がもたらされており, 無形資産
への関心の高まりを裏付ける経済的背景が, 両時代に存在している点で共通している｡ ただし,
現在では, 議論の中心は, 単なるのれんのみならず, 企業のバリュー・ドライバーたるインタ
ンジブルズ全体に及ぶに至り,     年代においてアメリカ独自の展開を見せた無形資産概念の





に,      の主張する割当可能性である｡      は, 無形資産は, 個別の財産項目に割り当
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  ) 嶌村 [    ],      
                                                                   
てることができないとしたが, 無形でありながらも金融資産のように割り当て可能であるもの
は, 独立した資産として認識されることを示しており, この資産区分の方法は, 識別可能性・
分離可能性として現在の無形資産会計に表れていると考えられる｡ 第三は,       が, の
れんは評価勘定であるとしながらも, 資産性を有するものが内在することを示した点である｡
その上で,     年代のアメリカにおける無形資産概念の形成が ｢承認された理論｣ の集約で
ある現行無形資産会計制度に果たした意義を指摘した｡ 基礎形成期には, 無形資産が企業の超
過収益力の源泉であり, のれんは期待超過利益の資本化されたものであるという概念が形成さ
れた｡ この概念に代表される議論が, 現在無形資産会計の基礎となっており, これを元にのれ
んに対する認識がより精緻化してきたのである｡ 現在の制度会計においては, のれんが評価勘
定であるという考え方は採用されていない｡ なぜなら, のれんの本質をより精緻化し, シナジ
ーとして捉えるからである｡ しかし,       による評価勘定としてののれん概念が現行制
度会計に与えた影響は無視できないと考えられる｡ また,     の無形資産の認識要件は, 現
在の無形資産会計制度にも通じるものである｡ また, 自己創設無形資産の認識は, 基礎形成期
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